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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第46期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成20年
１月１日
至平成20年
12月31日

売上高（千円） 1,880,51910,609,187

経常利益又は経常損失(△)(千円) △197,733 141,405

四半期（当期）純損失(△)(千円)  △233,664△28,888

純資産額（千円）  4,881,6335,112,852

総資産額（千円）  13,170,57213,410,692

１株当たり純資産額（円） 251.15 263.31

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）（円） △13.11 △1.62

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － －

自己資本比率（％） 34.0 35.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
121,943 530,782

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
246,631△308,400

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
462,179△184,208

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 1,679,758839,061

従業員数（人） 760 774 

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 　　　 ２．売上高には消費税等は含まれておりません。

 　　　 ３．第46期連結会計年度及び第47期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。  

 

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社における異動はありません。  

 

  

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 760 (59)

　（注）従業員数欄の（　）内は、臨時雇用者の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 225 (30)

　（注）１．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２．従業員数欄の（　）内は、臨時雇用者の当第１四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産の状況

①　生産実績

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

建築用ファスナー及びツール関連事業（千円） 1,208,212

自動車・家電等部品関連事業（千円） 322,076

合計（千円） 1,530,289

　（注）１．金額は、販売価格で表示しており、外注加工分を含んでおります。

２．金額は、セグメント間の取引金額を除いております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

②　製品・商品仕入実績

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

建築用ファスナー及びツール関連事業（千円） 268,026

自動車・家電等部品関連事業（千円） 53,983

合計（千円） 322,010

　（注）１．金額は、販売価格で表示しております。

２．金額は、セグメント間の取引金額を除いております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注の状況

　当社及び連結子会社は、過去の販売実績及び販売見込等により見込生産を行っており、受注生産は行っていないた

め、該当事項はありません。

(3）販売実績

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

建築用ファスナー及びツール関連事業（千円） 1,497,795

自動車・家電等部品関連事業（千円） 379,950

全社共通部門（千円） 2,773

合計（千円） 1,880,519

　（注）１．金額は、セグメント間の取引金額を除いております。

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

金額（千円） 割合（％）

積水ハウス㈱          437,493 23.3

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

 

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　　

　　(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間における日本経済は、前年度に発生した世界的な経済環境の悪化が回復に至らず、輸出

の急減や国内需要の減退により、景気は厳しい状況で推移いたしました。

　当社グループに関連が深い建築市場や自動車・家電市場におきましても、それらの影響を大きく受け、当社グルー

プ製品の需要は減退傾向で推移いたしました。

　このような経済環境のもと、当社グループは総合ファスニングメーカーとして、作業性、耐久性、耐震性、そして環

境保全に適合する付加価値の高い製品の開発・販売に取り組み、また、中国現地法人への生産移管の促進や総人件

費の抑制等固定費の削減等の収益改善活動を実施しました。

　以上のような事業活動の結果、当第１四半期連結会計期間の経営成績につきましては、売上高は1,880百万円（前

年同期比22.5％減）、経常損益は197百万円の損失（前年同期は48百万円の経常損失）となり、遊休土地の売却益等

の特別利益がありましたが、「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用に伴うたな卸資産評価損90百万円を特別

損失に計上したことや繰延税金資産の見直しを行ったこと等により233百万円の四半期純損失（前年同期は91百万

円の四半期純損失）となりました。

 

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。

 

［建築用ファスナー及びツール関連事業］

　当事業の主力市場である住宅の着工につきましては、個人の住宅購入意欲の減退等により、新設住宅着工戸数は前

年同期比で20%を超える減少となりました。このような環境のもと、当社グループは主力製品であるドリルねじ及び

石膏ボード用特殊ねじ等の全社的な拡販活動を行い、生産・物流体制の再構築等の原価低減活動を行ってまいりま

した。しかしながら、業績におきましては市場の悪化を補うことができず、外部売上高は1,497百万円となり、営業損

益は154百万円の損失となりました。

［自動車・家電等部品関連事業］

　自動車業界並びに家電業界では、米国の金融危機による世界的な経済環境の悪化等により、当事業関連の製品需要

も影響を受けました。

このような需要減に対して、新規製品の受注活動を強化するとともに品質向上や原価低減等の活動を行いまし

た。しかしながら、外部売上高は379百万円となり、営業損益は43百万円の損失となりました。

 

所在地別セグメントの概況は次のとおりであります。

 

［日本］

　国内は、建築市場や自動車・家電市場の低迷の影響を大きく受けた結果、外部売上高は1,811百万円となり、営業

損益は182百万円の損失となりました。

［中国］

　中国現地法人は、日本の自動車部品メーカーの中国工場への納入が低迷したことにより、外部売上高は65百万円

となり、営業損益は11百万円の損失となりました。
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     (2) 財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末における財政状態は以下のとおりです。

　前連結会計年度末と比較し、総資産は240百万円減少の13,170百万円となりました。これは固定資産の売却等に　　　

よる現金及び預金の増加はありましたが、売上高の低下に伴い受取手形及び売掛金が減少したこと、並びにたな卸

資産が評価損の計上により減少したことによるものであります。

　負債につきましては、借入金は増加しましたが、生産高及び仕入高の低下に伴い支払手形及び買掛金が減少したこ

と等により、負債合計は前連結会計年度末比8百万円減少の8,288百万円となりました。

　純資産につきましては、四半期純損失の計上等により、純資産合計で前連結会計年度末比231百万円減少の4,881百

万円となりました。

 

　　(3) キャッシュ・フローの状況 

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、期首に比べ840百万円増の1,679百万円となりまし

た。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、キャッシュ・フローは121百万円の収入となりました。これは減価償却費等の非資金項目の戻し

入れや受取手形及び売掛金の減少等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、キャッシュ・フローは246百万円の収入となりました。これは主に遊休土地の売却収入によるも

のであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、キャッシュ・フローは462百万円の収入となりました。これは主に長期運転資金の調達のために

銀行借入を行ったことによるものであります。

 

　　(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

　　(5）研究開発活動 

 　　 当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、31百万円であります。

　　　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。

　なお、前連結会計年度末に計画しておりました当社豊岡工場の土地等の売却については、平成21年３月に完了いた

しました。この土地は当社豊岡工場に隣接する生産設備を有しない遊休土地であり、売却後の設備能力に影響はあ

りません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,800,000

計 39,800,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,688,540 18,688,540
大阪証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株であります。

計 18,688,540 18,688,540 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストック・オプション）に関する事項

は、次のとおりであります。

①平成15年６月24日定時株主総会決議
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第１四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個） 316

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は1,000株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 316,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 129

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月１日

至　平成25年６月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　 129

資本組入額　　　　　　65

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において当社及び子会社の取締役、執行役員

の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退

任、定年退職、その他新株予約権割当契約に定める事由に

よりこれらの地位を失った場合はこの限りでない。

②質入れ、その他の処分は認めない。

③その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株

予約権割当契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

②平成16年６月25日定時株主総会決議
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第１四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個） 144

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は1,000株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 144,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 182

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成26年６月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　 182

資本組入額　　　　　　91

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において当社及び子会社の取締役、執行役員

並びに従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満

了による退任、定年退職、その他新株予約権割当契約に定

める事由によりこれらの地位を失った場合はこの限りで

ない。

②質入れ、その他の処分は認めない。

③その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株

予約権割当契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

③平成17年６月24日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個） 151

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は1,000株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 151,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 234

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月１日

至　平成27年６月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　 234

資本組入額　　　　　 117

新株予約権の行使の条件

①権利行使時においても当社または当社子会社の取締役、

執行役員もしくは従業員の地位にあることを要する。た

だし、新株予約権者が次の各号のいずれかに該当する場

合はこの限りではない。

イ．新株予約権者が任期満了による退任、定年退職、その

他新株予約権割当契約に定める事由によりこれらの

地位を喪失した場合。

ロ．新株予約権者が辞任または中途退職によりその地位

を喪失後、ただちに当社または当社子会社の取締役、

監査役、執行役員もしくは従業員の地位を取得した

場合。

②質入れ、その他の処分は認めない。

③その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株

予約権割当契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年１月１日～

平成21年３月31日 
－ 18,688,540 － 2,550,000 － 1,251,111

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 856,000 － 単元株式数 1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,630,000 17,630 同上

単元未満株式 普通株式 202,540 － 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 18,688,540 － －

総株主の議決権 － 17,630 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含まれ

ております。

 

②【自己株式等】

   平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は

名称
所有者の住所

自己名義所有株

式数（株）

他人名義所有株

式数（株）

所有株式数の合

計（株）

発行済株式総数に対

する所有株式数の割

合（％）

日本パワーファスニ

ング株式会社

大阪市北区大淀中

１丁目１－90
856,000 ― 856,000 4.58

計 ― 856,000 ― 856,000 4.58

  

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】
 
 

月別
 平成21年  

 １月 ２月 ３月

 最高（円） 110 109 100

 最低（円） 97 95 90

　     （注）　最高・最低株価は大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。

３【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,679,758 839,061

受取手形及び売掛金 2,064,619 2,651,873

商品及び製品 1,712,608 1,737,268

原材料及び貯蔵品 650,649 729,569

仕掛品 314,944 310,342

繰延税金資産 75,189 76,195

その他 591,205 703,335

貸倒引当金 △10,605 △13,462

流動資産合計 7,078,370 7,034,184

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2, ※3
 1,668,894

※2, ※3
 1,727,181

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 1,272,244

※2
 1,230,599

土地 ※3
 1,780,215

※3
 2,054,928

その他（純額） ※2
 269,051

※2
 207,970

有形固定資産合計 4,990,406 5,220,680

無形固定資産 136,496 134,047

投資その他の資産

投資有価証券 ※3
 619,093

※3
 629,282

繰延税金資産 130,762 161,826

その他 245,783 262,996

貸倒引当金 △30,339 △32,324

投資その他の資産合計 965,299 1,021,780

固定資産合計 6,092,201 6,376,508

資産合計 13,170,572 13,410,692

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,548,848 1,889,949

短期借入金 ※3
 2,738,890

※3
 2,537,123

1年内返済予定の長期借入金 ※3
 1,306,020

※3
 1,257,764

未払法人税等 14,210 24,517

賞与引当金 57,368 22,484

その他 444,954 633,884

流動負債合計 6,110,291 6,365,723

固定負債

長期借入金 ※3
 1,713,038

※3
 1,469,605

退職給付引当金 232,981 236,804

役員退職慰労引当金 36,247 34,108

その他 196,379 191,598

固定負債合計 2,178,647 1,932,117

負債合計 8,288,938 8,297,840
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,550,000 2,550,000

資本剰余金 1,888,916 1,888,916

利益剰余金 128,305 462,083

自己株式 △149,086 △148,740

株主資本合計 4,418,135 4,752,259

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △100,947 △80,524

繰延ヘッジ損益 △1,320 △11,226

土地再評価差額金 60,906 36,463

為替換算調整勘定 100,855 △1,734

評価・換算差額等合計 59,494 △57,022

少数株主持分 404,003 417,614

純資産合計 4,881,633 5,112,852

負債純資産合計 13,170,572 13,410,692
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 1,880,519

売上原価 1,564,825

売上総利益 315,693

販売費及び一般管理費 ※1
 538,022

営業損失（△） △222,329

営業外収益

受取利息 701

為替差益 47,292

その他 10,449

営業外収益合計 58,444

営業外費用

支払利息 20,227

その他 13,620

営業外費用合計 33,848

経常損失（△） △197,733

特別利益

固定資産売却益 56,193

その他 5,776

特別利益合計 61,969

特別損失

たな卸資産評価損 90,947

減損損失 ※2
 1,046

その他 910

特別損失合計 92,903

税金等調整前四半期純損失（△） △228,666

法人税等 ※3
 25,226

少数株主損失（△） △20,228

四半期純損失（△） △233,664
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △228,666

減価償却費 104,670

のれん償却額 2,213

減損損失 1,046

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,842

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,822

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,138

受取利息及び受取配当金 △701

支払利息 20,227

為替差損益（△は益） △56,101

持分法による投資損益（△は益） 94

会員権評価損 910

固定資産売却損益（△は益） △56,193

固定資産除却損 700

たな卸資産評価損 90,947

売上債権の増減額（△は増加） 611,426

たな卸資産の増減額（△は増加） 13,700

未収入金の増減額（△は増加） 116,209

仕入債務の増減額（△は減少） △356,969

未払消費税等の増減額（△は減少） △12,014

その他 △80,604

小計 164,367

利息及び配当金の受取額 709

利息の支払額 △25,446

法人税等の支払額 △17,688

営業活動によるキャッシュ・フロー 121,943

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △166,068

有形固定資産の売却による収入 408,413

投資有価証券の取得による支出 △8,962

その他 13,249

投資活動によるキャッシュ・フロー 246,631

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 206,500

長期借入れによる収入 500,000

長期借入金の返済による支出 △208,311

自己株式の取得による支出 △345

配当金の支払額 △35,663

財務活動によるキャッシュ・フロー 462,179

現金及び現金同等物に係る換算差額 9,942

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 840,696

現金及び現金同等物の期首残高 839,061

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,679,758
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
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当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 (重要な資産の評価基準及び評価方法の変更）

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として先

入先出法による原価法によっておりましたが、当第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号

　平成18年７月５日公表分）を適用し、評価基準については、主として

先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

により算定しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業損失及び経常損失が

それぞれ6,211千円増加し、税金等調整前四半期純損失が97,158千円増

加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

 

(リース取引に関する会計基準の適用）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月

30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四

半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴

い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常

の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。これに伴う損益及びセグメント情報に与える影響はありま

せん。

　なお、 リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

(「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」の適用）

当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成

18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、期首の利益剰余金が

40,007千円減少しておりますが、損益及びセグメント情報に与える影

響はありません。

 

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１．たな卸資産の評価方法  　当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸

を省略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法に

より算定する方法によっております。

 　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなも

のについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によってお

ります。
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当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税

　

　金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定しております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度以降に経営

環境等、並びに一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場

合に、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境

等に著しい変化があるか、又は一時差異等の発生状況に著しい変化が認め

られた場合には、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用

する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　当第１四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

　 　 　該当事項はありません。

 

 

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

当社及び国内連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度税制改正（所得税法等の一部を改正する

法律　平成20年４月30日　法律第23号）に伴い、当第１四半期連結会計期間より機械装置の耐用年数を見直した結果、改正

後の法人税法に基づく耐用年数に変更しております。

なお、これに伴う損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）
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当第１四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

　１　受取手形割引高　　　　　　　　396,623千円 　１　受取手形割引高　　　　　　　　　　　－千円 

※２　有形固定資産減価償却累計額　4,932,362千円※２　有形固定資産減価償却累計額　 5,013,903千円

※３．担保に供している資産 

建物及び構築物（純額） 979,225千円

土地 1,614,407

投資有価証券 201,732

合計 2,795,364

　上記に対する債務　

短期借入金 268,336千円

１年内返済予定の長期借入金 764,420

長期借入金 1,039,864

合計 2,072,620

※３．担保に供している資産 

建物及び構築物（純額） 963,838千円

土地 1,308,462

投資有価証券 213,192

合計 2,485,493

　上記に対する債務　

短期借入金 341,310千円

１年内返済予定の長期借入金 802,456

長期借入金 982,809

合計 2,126,575

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額

賞与・給与手当 166,260千円

賞与引当金繰入額 20,444

退職給付費用 11,218

※２．減損損失

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。 

場所 用途 種類 減損損失

兵庫県

豊岡市

遊休

（旧保養所）
土地 1,046千円

（経緯）

　遊休状態であり、地価が下落しているため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。

（グルーピングの方法）

　資産のグルーピングは事業区分ごとに行っており、遊休資産については個別物件単位で行っております。

（回収可能価額の算定方法等）

　　　回収可能価額は正味売却価額により測定しており、土地においては不動産鑑定評価に準ずる方法に基づいて評価して

おります。

※３．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在） 

 現金及び預金勘定  1,679,758千円

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金  －

 現金及び現金同等物  1,679,758
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　

平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式            18,688千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式            　 860千株 

  

３．新株予約権等に関する事項

 　 該当事項はありません。

  

４．配当に関する事項

　　配当金支払額 

 決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）
 基準日  効力発生日 配当の原資

 平成21年３月27日

定時株主総会 
普通株式 　　35,663 ２ 平成20年12月31日平成21年３月30日 利益剰余金

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 

建築用ファス
ナー及びツー
ル関連事業
（千円）

自動車・家電
等部品関連事
業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 1,497,795379,9501,877,745 2,773 1,880,519

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
11,319 31,754 43,074 △43,074 －

計 1,509,114411,7041,920,819△40,300 1,880,519

営業損失（△） △154,102△43,160 △197,262△25,066 △222,329

　（注）１．顧客マーケット及び損益集計区分に照らし、事業区分を行っています。

２．各事業区分の主な製品

(1）建築用ファスナー及びツール関連事業…ドリルねじ、石膏ボード用特殊ねじ、ドライウォール用特殊ねじ、

ＡＬＣ用特殊ねじ、木造用耐震ねじ、コンクリート用特殊ねじ、コ

ンクリート用アンカー、あと施工アンカー、特殊ピン、特殊ネイ

ル、座金組込ナット、住宅用締結金具、ねじ連続打込機、ガス式

びょう打機

(2）自動車・家電等部品関連事業……………座金組込ねじ、座金組込ナット、波形ばね座金、歯付き座金、一般

産業用締結金具

３．会計処理の方法の変更

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表

分）を適用し、評価基準については、主として先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業損失が、建築用

ファスナー及びツール関連事業で1,760千円、自動車・家電等部品関連事業で4,450千円それぞれ増加し

ております。

 

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
日本
（千円）

中国
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,811,846 65,898 1,877,745 2,773 1,880,519

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 274,819 274,819△274,819 －

計 1,811,846340,7182,152,564△272,045 1,880,519

営業損失（△） △182,397 △11,169 △193,566 △28,762 △222,329
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　（注）１．国又は地域の区分は、当社及び連結子会社の所在国によっております。

２．会計処理の方法の変更

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用し、評価基準については、主として先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、日本での営業損失は

6,211千円増加しております。 

 

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日） 

　　海外売上高の合計が連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 251円15銭 １株当たり純資産額 263円31銭 

２．１株当たり四半期純損失金額

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 13円11銭 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

四半期純損失（△）（千円） △233,664

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △233,664

期中平均株式数（千株） 17,830

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要   －

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月14日

日本パワーファスニング株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 宮林　利朗　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中尾　正孝　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本パワーファスニ

ング株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１

日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本パワーファスニング株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、当第１四半期連結会計期間よ

り「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　  ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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